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米国の追加経済対策成立へ
2021年3月11日

図1：米個人可処分所得・消費支出・貯蓄率
期間：2018年1月～2021年1月、月次

ポイント① 1.9兆米ドルの大規模な対策

3月10日、米国連邦議会下院は追加経済対策
を可決しました。12日にバイデン大統領が署名して
成立する運びです。新型コロナウイルスに対する財政
発動としては昨年3月以来第5弾、国民への現金給
付を含むものとしては第3弾となります。総額1.9兆
米ドル、GDP（国内総生産）比約９％の大規模
なもので、1人1,400米ドルの現金給付（所得上
限あり）、9月までの週300米ドルの失業給付加算
などを含んでいます。

ポイント② 景気加速観測が強まる

昨年3月からの現金給付はほとんど貯蓄に回りまし
たが、家計のコロナ禍への対応が進んだことで、12月
からの現金給付第2弾は、2021年1-3月期の個人
消費を押し上げているようです。アトランタ連銀と
ニューヨーク連銀は、1-3月期の実質GDP成長率を
前期比年率換算値（前期比変化率を1年当たり
に換算した値）で両者とも+8％台と、2020年10-
12月期の+4.1％から加速すると推計しています
（3月8日時点）。今回の措置で、4-6月期の実
質GDP成長率も高くなりそうです。

ポイント③ インフレ・金利上昇と将来の増税

ただ、景気加速により、エネルギー、原材料などの
商品価格が上昇し、インフレ期待が高まっています。
それを受けて2月頃から米国の長期金利が大きく上
昇すると共に、これまで低金利の恩恵を受けてきた成
長株を中心に株価の動きもやや不安定になっていま
す。また、追加経済対策で2021年度（2020年
10月～2021年9月）の財政赤字が拡大し、政府
債務も一段と増大することが見込まれます。これに対
し、バイデン政権が来年度以降、財政再建のために
企業や富裕層への増税に乗り出すことも考えられます。
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米小売売上高、米鉱工業生産指
数（2月）
米金融政策発表

（出所）米商務省経済分析局サイト
（https://apps.bea.gov/iTable/index_nipa.cfm）より野村
アセットマネジメント作成

図2：米国の財政収支と政府債務
期間：2000年度～2021年度、米国財政年度

（注）2021年度は2月時点の米議会予算局による見通しであり、今回の追加
経済対策の影響は含まれていない。

（出所）米議会予算局サイト（https://www.cbo.gov/data/budget-
economic-data）より野村アセットマネジメント作成
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